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9 月 28 日 第２回子ど

も・子育て会議 資料 1 

 子ども･子育て支援事業計画 平成 27 年度実施結果 

 

本計画における子ども・子育ての施策については、次世代育成支援行動計画における主要施策を承継し、また、各施策の実施状況を把握し、

事業の推進を図ります。 

施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 成長段階 

（１） 妊産婦・新生児の健康支援     42 頁 １ 妊娠期・出産期 

（１） 子どもの健康支援         43 頁 

（２） 保育サービスの充実        44 頁 

 

2 乳児期・幼児期 

3 学齢期・思春期・

活動期 
（１） 学校教育の推進と地域社会との連携 45 頁 

（１） 地域における子育て支援      47 頁 

（２） 児童虐待防止対策         49 頁 

（３） 特別な支援が必要な子どもへの支援 50 頁 

（４） 経済的負担の軽減         53 頁 

（５） ひとり親家庭の支援        53 頁 

 

4 育児期全般 
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成長段階ごとの施策 

１ 妊娠期・出産期 

（１）妊産婦・新生児の健康支援 

妊産婦及びその家族が、安心して妊娠・出産・子育てができるように、妊娠期・出産期の相談事業や講座等の充実を図ります。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

母子健康手帳の交付 健康づくり課 

母子健康手帳交付時に保健師等

が妊婦等への面接を行い，妊娠・

出産・子育てに関する不安や悩

みの相談や子育て情報の提供等

を行う。 

妊娠届出者数 222人 

妊娠届出時保健指導人数 211人 

関係機関に早期届

出の啓発を依頼

し、妊娠 11 週以

内の交付率の向上

を図る。 

妊婦健診 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

健康づくり課 

より安全で安心な出産を支援す

るために、妊娠中に指定医療機

関において 14 回を限度に公費

で基本的な健診を受けられるよ

うにする。 

妊婦・乳児健診受診券配布者数 222人  

妊婦健診受診券使用回数 2,616 回 

乳児健診受診券使用回数 317回  

乳児健診要観察者 2人   

   

継続実施する。 

妊娠期支援事業 健康づくり課 

妊娠中の母体管理と栄養管理、

胎児の発育について、妊娠届出

時等に個別指導を行う。 

妊娠届出時保健指導人数 211人 低体重児予防のた

めに必要な情報提

供や助言などの援

助等を妊婦全員に

対し実施する。 

新生児・産婦訪問 健康づくり課 
生後 28日以内の新生児に対し、

保健師や助産師が訪問し、健康

新生児訪問指導者数 147人 

2か月時訪問指導者数 206人   

必要な情報提供や

助言などの援助等

担当部署名は平成 27 年度の部署名を表記し、（  ）内は計画策定時のもの 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

状態の確認や必要な保健指導、

健康や育児に関する相談などを

行う。 

を実施する。 

マタニティ講座 子育て支援課 

子育て情報や育児体験、また妊

婦同士の交流の機会を提供し、

育児不安の軽減を図る。 

保育所において、マタニティ＆子育てママ☆

パパのみに講座として 2 回開催 19 人参

加（うちマタニティ 3人） 

 

子育て支援センター事業として、マタニティ

向けのメニューを実施 

 

保育所や子育て支

援センター等によ

り実施し、参加率

の向上を図る。 

 

２ 乳児期・幼児期 

（１）子どもの健康支援 

子どもの心と体の健やかな成長を支援する環境づくりを推進します。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

乳児家庭全戸訪問事

業 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

健康づくり課 

子育ての孤立を防ぐため、生後

４か月までの乳児のいる全ての

家庭を保健師・助産師等が訪問

し、子育て支援に関する情報提

供、育児や産後の生活の相談、養

育環境等の把握を行う。 

新生児訪問率 100％    

2か月児訪問率 95.0％ 

 

既存の２か月児訪

問事業を継承し、

実施する。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

乳幼児相談 健康づくり課 

乳幼児期の子育てに関すること

や食事等について面接相談、電

話相談を実施する。 

随時相談を受付 

延 101 人 

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。 

育児教室 

（４か月児・７か月児・

10 か月児・１歳児・２

歳６か月児） 

健康づくり課 

発達の節目の時期に、成長・発達

の経過、食事、虫歯予防を学ぶ教

室を開催する。 

4か月児教室 12回開催・延参加者数 134

人 

7か月児教室 12回開催・延参加者数 137

人 

10 か月児教室 12 回開催・延参加者数

116 人 

1歳児教室 12回開催・延参加者数108人 

2歳 6か月児教室 12回開催・延参加者数

98 人 

参加率の向上を図

る。 

離乳食教室 健康づくり課 

月齢（５か月）にあった食事につ

いての学習と食材の使い方や作

り方等を実習する。 

12 回開催 

延参加者数 92人 

参加率の向上を図

る。 

１歳６か月児健診 健康づくり課 

計測・診察（内科・歯科）・相談

（発達・栄養）を実施し、子ども

の発育・発達、食事内容を養育者

と確認する。 

健診受診者数 199人 

精密検査実施者数 6人  

栄養指導（集団指導） 199人 

受診率向上のた

め、勧奨に努める。 

３歳児健診 健康づくり課 

計測・診察（内科・歯科）・検査

（尿・視力・聴力）・相談（発達・

栄養）を実施し、子どもの発育・

発達、食事内容を養育者と確認

する。 

健診受診者数 214人   

精密検査実施者数 38人  

栄養指導（集団指導）者数 214人 

受診率向上のた

め、勧奨に努める。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

予防接種 健康づくり課 

感染症を予防するため、予防接

種を行う。 

ヒブ感染症接種率 97.0％ 

小児の肺炎球菌感染症接種率 78.5％ 

四種混合接種率 99.3％ 

BCG接種率 97.8％ 

麻しん・風しん混合接種率 88.5％ 

水痘接種率 97.6％ 

日本脳炎接種率 58.2％ 

ジフテリア・破傷風第二期接種率 83.2％ 

接種率向上のた

め、勧奨に努める。 

食育事業 子育て支援課 

健全な食事環境を通じた家族の

団らんの大切さや食事の楽し

さ、望ましい食事のあり方、食を

通じた心の健全育成を学ぶた

め、食事に関する講習会・実習を

行い、親子・親同士の交流を図

る。 

子育て講座 保育所 1回開催 親子11組 

 

たべもの教室 4回／1コース 

対象：公立保育所園児 

第 1 回 75 人・第 2 回 75 人・第 3 回 72

人・第 4回 63人 延 285人 

継続実施する。 

 

（２）保育サービスの充実 

 多様な保育需要に応じて、利用しやすい保育の提供を推進します。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

一時預かり事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

子育て支援課 

育児中のストレス解消や冠婚葬

祭など家庭での保育が一時的に

困難になったときに、保育所等

保育所（園）・認定子ども園 11か所実施 

延利用児童数 1,614人 

継続実施する。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

で一時預かり保育を実施する。 

延長保育事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

子育て支援課 

保育認定を受けた子どもについ

て、11時間の開所時間を超えて

保育を実施する。 

保育所（園） 5か所実施 

延利用児童数 16,923人 

継続実施する。 

病後児保育事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

子育て支援課 

病後児について、家庭での保育

に欠ける場合に保育園等の専用

スペースで看護師等が一時的に

保育を実施する。 

保育園 1か所 

延利用児童数 314人 

継続実施する。 

３ 学齢期・思春期・活動期 

（１）学校教育の推進と地域社会との連携 

豊かな人間性と体力等を育成するため教育の充実と、子どもたちが様々な体験活動ができる機会の充実に努めます。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

外 国 語 指 導 助 手

（ALT）の配置 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

「生きた英語」を学び、小・中学

生の英語によるコミュニケーシ

ョン能力を高め、異文化理解や

国際理解を推進するため、ALT

を配置する。 

外国語人英語指導助手派遣延べ日数 588

日 

配置人数 3人 

各小中学校による

ALT の活用を継

続する。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

情報教育の推進 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

情報教育を推進するため、コン

ピュータ室等の整備・充実を図

る。ICT 機器の活用を通して、児

童・生徒の情報活用能力を育成

する。 

インターネットの高速光回線を活用し、教育

の情報化を推進 

コンピュータ室の

計画的な整備を行

い、各学校におけ

る情報教育を推進

する。 

教育相談事業 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

いじめ・不登校・引きこもり・家

庭内暴力・発達障がい等の相談

活動を行う。 

相談件数 16件 教育センターが相

談の窓口となり、

相談事業を継続す

る。 

食育の推進 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

小・中学生が正しい知識と望ま

しい食習慣を身につけることが

できるよう学校栄養職員等を食

育指導員として位置づけ、各学

校における食育を推進する。 

食育指導員派遣回数 延 42回 栄養職員等の食育

指導員への委嘱を

継続し、各学校に

おける食事指導を

推進する。 

家庭教育学級 生涯学習課 

地域における親世代・子世代の

交流を含めた仲間づくりを目指

して、親子共同（協働）学習の形

態で開設し、家庭における親子

関係の改善・充実を図る。 

学級開催校数 6校 

家庭教育学級参加者数 609人 

家庭教育学級未実

施校への参加を促

す。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

家庭教育指導員 生涯学習課 

家庭教育に関する相談や指導の

ほか、家庭教育学級の企画運営、

内容の指導助言を行う。 

家庭教育学級開催回数 11回 

家庭教育関係教室・サークル数 9 

      

家庭教育学級の企

画運営や内容につ

いての指導助言、

公民館における家

庭教育に関連する

教室の指導助言を

継続する。 

富津市スポーツ少年

団事業 

生涯学習課 

（体育振興

課） 

地域に根ざしたスポーツ活動を

推進し、郷土の未来を担う、青少

年の心身の健全なる育成を図

る。 

団  数 25団体 

団 員 数 403人 

指導者数 141人 

継続実施する。 

こどもチャレンジ教

室 

中央公民館 

市民会館 

宿泊体験や他の体験活動を通し

て、こどもの自主性・創造性・社

会性を育てる。 

延 9 回開催 

（内訳：中央公民館 4回、市民会館 5回） 

延参加者数 183人 

（内訳：中央公民館 98人、市民会館 85 人） 

参加者の拡大を図

る。 

青少年相談員活動 生涯学習課 

愛のパトロールや青少年のつど

い大会等を通して、地域活動等

を担う青少年相談員相互の情報

交換を行い、青少年の健全育成

を図る。 

 

富津市青少年相談員連絡協議会事業 175

人 

富津地区青少年相談員連絡協議会事業 

318 人 

大佐和地区青少年相談員連絡協議会事業

159 人 

天羽地区青少年相談員連絡協議会事業 291

人 

青少年相談員相互

の情報交換を行

い、青少年の健全

育成を図る。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

放課後健全育成事業

（放課後児童クラブ） 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

子育て支援課 

保護者が仕事等により昼間家庭

にいない、小学校に就学してい

る児童に対し、放課後に適切な

遊びや生活の場を提供して、児

童の健全な育成を図る。 

小学校 12校中 5校区実施 

年間平均登録児童数１５５人 

平成 27 年度に富

津地区１か所、平

成 28 年度に大佐

和地区、天羽地区

各 1か所設置、平

成 30 年度に富津

地区、天羽地区各

1 か所設置を目指

す。 

 

４ 育児期全般 

（１）地域における子育て支援 

子育て環境の充実や地域における子育て支援の機会や場の創出に努め、子どもの心と体の健やかな成長を支援していきます。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

利用者支援事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

子育て支援課 

子ども及び保護者等の身近な場

所で教育・保育施設や地域の子

育て支援事業等の情報提供や相

談・助言を行うとともに関係機

関との連携を行う。 

国や先進自治体の情報を収集し、市民ニーズ

や利用実態などを参考に、事業内容を検討し

た。 

地域子育て支援セ

ンターの設置と併

せて平成 29 年度

からの実施を目指

す。 

子育て情報の発信 子育て支援課 

子育て応援サイト「イクトモ」な

どを活用した子育てに関する情

報提供を充実させる。 

市ホームページ及び子育て応援サイト、広報

紙、ガイドブック等多様な方法で情報を提供 

子育て情報の発信

の充実を継続して

図る。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

「布えほん」貸出 社会福祉協議会 

ボランティア団体「布えほんメ

ルヘン」により製作された布絵

本やおもちゃを、市内幼稚園、保

育所（園）、個人及び福祉団体に

貸し出す。 

貸出回数 13回 

1団体貸出 

継続実施する。 

おはなし会 生涯学習課 

公民館などで絵本の読み聞かせ

や手あそびを行い、本に親しむ

機会を作る。 

中央公民館・富津公民館・市民会館で、４月

（１回）、８月（２回）、３月（１回）実施 

継続実施する。 

ピッコロ学級 中央公民館 

幼児の心身の発達や健康・栄養

についての講義、遊びの実習な

どを通して子育てについて学

び、親子・親同士の交流を図る。 

参加者少数のため、実施せず。 

講座は廃止。 

講座は廃止。 

地域子育て支援拠点

事業（地域子育て支援

センター） 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

子育て支援課 

未就学の子どもとその保護者を

対象に、親子で遊ぶ中で子育て

に関する情報交換や交流、仲間

づくりができる場所を提供す

る。 

民間事業者 2か所実施 

あおほり子育てサロン 延 3,978人 

もうひとつのお家 延 3,340人 

平成 29 年度に富

津地区１か所、平

成 30 年度に天羽

地区１か所開設を

目指す。 

子育て援助活動支援

事業 

（ファミリー・サポー

ト・センター事業） 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

子育て支援課 

地域において、乳幼児や小学生

等の預かり等の援助を希望する

者（利用会員）と、援助を行うこ

とを希望する者（提供会員）との

相互援助活動に対する連絡・調

整を実施する。 

社会福祉法人富津市社会福祉協議会が開設 地域子育て支援セ

ンターの設置と併

せて平成 29 年度

からの実施を目指

す。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

おやこ遊遊ひろば 社会福祉協議会 

公民館の一室を開放し、未就園

児の親子を対象に育児不安や孤

立感、ストレスを和らげ、子育て

が楽しいと感じられるような場

を提供すると同時に、子ども同

士の発達を図る。また、主任児童

委員による「子育て何でも相談」

を実施する。 

開催回数 延 23回 

参加者数 延 369人 

内訳 

親 106人 

子 133 人 

ボランティア 130人 

 

継続実施する。 

おひさま広場事業 子育て支援課 

乳幼児を持つ保護者が気軽に集

い、親子の交流、育児相談、子育

て情報の提供を行う。 

延 17 回開催 

延参加者数 300人（うち大人 145人） 

 

継続実施する。 

園庭開放 子育て支援課 

子育て家庭の交流の場、また、園

と地域のつながりをつくるため

に、保育所（園）や幼稚園に通園

していない親子に園庭を開放す

る。 

開所日数  1,352日 

利用延組数 1,019人 

大人    1,131人 

子ども   1,291人 

継続実施する。 

未就学児に対する防

災学習機会の創出 

総務課 

（防災課） 

災害時に主体的に行動できる能

力の獲得には、幼少期からの防

災教育が有効であるため、子ど

もと一緒に楽しく学べるワーク

ショップ形式の講座を開催す

る。 

未就学児童に対する講座の開催は無かった

が、学童保育施設で１回開催。 

講座を通し、地域

の防火・防災への

関心を高める。 

移動図書館 生涯学習課 
図書貸し出しサービスの充実を

図り、生涯にわたる学習の向上

貸出利用者数 4,411人 

貸出冊数 11,993冊 

図書貸出サービス

の充実を図る。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

を図る。 運行日数 84日 

学校施設の有効利用 
学校教育課 

生涯学習課 

学校施設の地域開放に向けて、

各学校で必要に応じて関係機関

と相互調整し有効利用を図る。 

飯野小・大貫小・佐貫小を学童クラブ４団体

（約 85人）が使用 

一般８団体（約 645 人）が小中学校を有償

使用。使用料免除は 34団体（約 6,258 人） 

 

学校体育施設開放小中学校 16校 

利用登録団体 76団体 

利用日数  7,661日 

関係機関と連携

し、有効活用の推

進を図る。 

 

（２）児童虐待防止対策 

児童虐待防止対策のため、地域の子育て支援活動と連携し、相談体制の充実を図ります。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

児童虐待相談対応事

業 
子育て支援課 

地域において児童と接する機会

のある関係機関と連携を図り、

早期の児童虐待の予防・防止活

動を行う。 

受けた相談の数 20件 

支援しているケースの数 14件 

要保護児童対策地

域協議会を中心

に、要保護児童の

早期発見や適切な

相談、保護、支援

の実施ために関係

機関の連携を図

る。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

児童家庭相談事業 子育て支援課 

家庭における人間関係の健全

化、児童の適正な養育等、家庭児

童福祉に関する相談指導を実施

する。 

相談開設日数 96日 

受けた相談の数 102件 

家庭相談員を引き

続き配置し、相談

支援を行う。 

養育支援訪問事業 

【地域子ども・子育て

支援事業】 

子育て支援課 

養育支援が特に必要な家庭を訪

問し、養育に関する指導・助言を

行うことにより、当該家庭の適

切な養育の実施を確保する。 

訪問人数 7人 継続実施する。 
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（３）特別な支援が必要な子どもへの支援 

障がいの有無に関わらず、すべての子どもたちが自分らしい生活を送ることができるよう、各専門機関が連携し、学校、地域においてともに

学ぶ機会の充実や環境づくりを推進します。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

幼児ことばの相談会 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

ことばの問題の早期発見、早期

対応を行い、就学後の継続指導

に結びつけるため、希望のあっ

た就学前の幼児を対象に相談会

を実施する。 

相談会参加者   

  7月 5名 

  12月 6名   計 11名 

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。 

保育所（園）・幼稚園へ

の巡回訪問 
子育て支援課 

特別支援学校教諭に療育技術指

導を依頼し、障がい児等の入所

している保育所等職員の資質向

上を図る。 

社会福祉法人千葉県社会福祉事業団児童サ

ービスセンターに委託 

臨床心理士、言語聴覚士が、市内保育所･幼稚

園延 37回巡回相談を実施 

対象児童数 296人 

継続実施する。 

特別支援教育の推進 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

LD（学習障がい）、ADHD（注

意欠陥/多動性障がい）、高機能

自閉症等を含む、特別な支援を

要する児童・生徒に適切な教育

的支援や指導を行う体制を整え

る。 

指導員 5人（配置５校） 

対象児童生徒数 ４８人 

特別支援教育推進チーム巡回訪問 

市内全小中学校 １６校 １７回の訪問 

対象児童・生徒数 １０２名 

各学校における特

別支援教育への支

援を継続する。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

学校におけるカウン

セリングの推進 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

いじめや心の悩み等の諸問題に

おいて，児童・生徒、保護者から

の相談に応じるため、県から配

置されたスクールカウンセラー

を有効に活用する。 

市内 5中学校及び青堀小学校へ計６名配置 スクールカウンセ

ラーの増員を県に

要望するととも

に、カウンセラー

の活動が円滑に運

営できるよう支援

する。 

不登校児童・生徒の適

応指導 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

不登校児童・生徒への適応指導

対策として、適応指導教室を運

営するとともに、学校や関係諸

機関とのネットワークを生かし

て総合的な取り組みを実施す

る。 

適応教室「さわやか」 8名通室 適応指導教室の運

営を継続し、不登

校児童・生徒の解

消に向けた取り組

みを引き続き推進

する。 

問題を抱える子ども

等の自立支援事業 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

自立支援指導員を小・中学校に

配置し、不登校やいじめ・児童虐

待等の諸問題の未然防止や早期

発見・早期対応を行う。 

自立支援指導員配置校 7校 

自立支援指導員 4人 

自立支援指導員の

増員を検討し、継

続実施する。 

はまかぜ教育相談 

学校教育課 

（教育センタ

ー） 

専門医による教育相談を実施

し、児童の悩み・不安・問題行動

について専門的な立場からカウ

ンセリングを行う。 

相談件数 5件 継続実施する。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

療育等支援事業 社会福祉課 

千葉県社会福祉事業団児童サー

ビスセンターに委託し、市役所

内で臨床心理士又は言語聴覚士

によることばの訓練や心理診断

等の子どもの療育相談を行う。 

また、保育所（園）、幼稚園、小

学校等を巡回し、職員の資質向

上の助言を行う。 

サテライト療育相談の実人数（言語療法 21

人・心理療法 40人・相談支援 21人） 

合計 82人 

巡回訪問の実人数（言語療法 101 人・心理

療法 92人） 

合計 193人 

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。 

相談支援事業 社会福祉課 

障害者総合支援法及び児童福祉

法に基づく障がい福祉サービス

を利用するにあたり、サービス

計画の作成や事業所との調整を

行い適正なサービス利用を促進

する（障害児相談事業所）。 

通常の相談支援では対応が不十

分な引きこもりや障がい福祉サ

ービスの未利用者に対し、早期

発見や適切なサービスの利用を

促進する（一般相談支援事業

所）。 

来所相談 118 件・自宅訪問相談 54 件・施

設訪問相談 98件 

合計 270件 

電話相談 275件・メール相談 301件 

合計 576件 

必要な情報提供や

助言、権利擁護の

ための必要な援助

等を実施する。 



17 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

ペアレントサポート

ワークショップ 
社会福祉課 

千葉県発達障害者支援相談セン

ターＣＡＳ及び関係機関と連携

し、発達障がい児を育てる保護

者等を対象に子どもへの関わり

方や子育てに関して理解・促進

を目的とする講座を実施する。 

・ペアレントサポートワークショップ五回講

座（対象：発達障がい等の診断を受けている

児童の保護者）実施 参加者 4名 

・定型発達児童向け子育て講演会実施  

参加者 21名 

・飯野保育所保護者向け講座説明会  

 参加者 30名程度 

継続実施する。 

在宅生活支援事業 社会福祉課 

障害者総合支援法に基づく在宅

サービス（居宅介護・重度訪問介

護・重度障がい者等包括支援）の

利用促進を図る。 

延利用児童数 3人 

居宅介護利用児童数 3人 

重度訪問介護利用児童数 0人 

重度障がい者等包括支援利用児童数 0人 

 

利用者ニーズの的

確な把握に努めな

がら、事業者との

継続的な協議や利

用者への継続的な

指導・助言等に努

める。 



18 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

日中活動支援事業 社会福祉課 

障害者総合支援法に基づく日中

活動サービス（短期入所・療養介

護）、地域生活支援事業（日中一

時支援・地域活動支援センター

Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型）及び児童福祉

法に基づく障がい児通所サービ

ス（放課後等デイサービス・児童

発達支援）の利用促進を図り、障

がい児の日中における活動の場

を確保する。 

利用児童数 58人 

 

短期入所利用児童数 5人 

療養介護利用児童数 0人 

日中一時支援利用児童数 17人 

地域活動支援センターⅠ型利用児童数 １

人 

地域活動支援センターⅡ型利用児童数 ０

人 

地域活動支援センターⅢ型利用児童数 ０

人 

放課後等デイサービス利用児童数 31人 

児童発達支援利用児童数 4人 

障がい児を一時的

に介護できない場

合、身近で短期入

所利用できる施設

の確保などの状況

に応じたきめ細か

な対応が図れるよ

う内容の充実に努

め、在宅生活の支

援に努める。 

社会参加促進事業 社会福祉課 

障害者総合支援法に基づく行動

援護、同行援護及び補装具費支

給事業、地域生活支援事業に基

づく日常生活用具給付等事業、

移動支援事業及び意思疎通支援

事業等を実施し、障がい児の社

会参加の促進を図る。 

利用児童数 19人 

 

行動援護利用児童数 3人 

同行援護利用児童数 0人 

補装具費支給事業利用児童数 ４人 

日常生活用具給付等事業利用児童数 ６人 

移動支援事業利用児童数 6人 

意思疎通支援事業利用児童数 ０人 

必要な情報提供や

助言などの援助等

を実施する。 

各種手当給付事業 社会福祉課 

特別児童扶養手当・障害児福祉

手当を 20 歳未満の重度の障が

い児や難病患者に給付する。 

特別児童扶養手当受給者 68人 

障害児福祉手当受給者 18人 

継続実施する。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

各種医療費等助成事

業 
社会福祉課 

障がいのある児童に対し、自立

支援医療（育成医療・精神通院医

療）、重度心身障害者医療、精神

障害者医療の医療費助成を行

う。 

療養介護助成児童数 2人  

育成医療助成児童数 8人 

重度心身障害者医療費助成児童数 3人 

精神障害者医療費助成児童数 12人 

継続実施する。 

各種割引制度 社会福祉課 

障がいの程度によって公共料金

や交通機関料金等の割引を実施

する。 

税や各種料金の軽減について広報を実施 継続実施する。 

障がい児を育てる地

域の体制整備事業 
社会福祉課 

研修会や講演会を実施すること

により、障がい児への理解を深

める。 

平成 27年 6月 9日、子育て講演会 

平成 27年 12月 8日、音楽交流会 

平成 28年 2月 9日、健康体操 

平成 28年 3月 8日、子育て交流会 

延べ参加者数 76人 

研修会や講演会の

充実を図る。 

 

（４）経済的負担の軽減 

養育や教育に要する費用、医療費の負担軽減を図るための助成を行うとともに、各種制度の周知を図ります。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

児童手当 子育て支援課 

児童を養育している家庭の生活

安定と児童の健全育成を目的

に、中学校修了前まで児童手当

を支給する。 

児童手当受給者数 2,615人 継続実施する。 

子ども医療費助成 子育て支援課 中学校修了前までの子どもが入 子ども医療費助成延べ人数 4,623人 継続実施する。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

院や通院した場合、千葉県の助

成制度に上乗せし助成する。 

未熟児養育医療給付 子育て支援課 

出生時の体重が 2,000g以下又

は身体の発達が未熟なまま出生

し、入院治療を必要とする乳児

の医療費を助成する。 

未熟児養育医療給付受給者数 7人 継続実施する。 

私立幼稚園就園奨励

費の助成 
学校教育課 

市内に在住する幼稚園児の保護

者に対して、所得階層に応じて

入園料・保育料を減免する。 

補助人数（園児数） 312人 子ども・子育て支

援新制度に移行し

ない幼稚園につい

て継続実施する。 

 

（５）ひとり親家庭の支援 

ひとり親家庭等の自立を支援するため、各種支援施策を推進します。 

 

事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

母子・父子自立支援相

談事業 
子育て支援課 

母子家庭等の相談指導・支援を

実施する。 

受けた相談の数 144件 母子・父子自立支

援員を引き続き配

置し、相談支援を

行う。 

児童扶養手当 子育て支援課 

父又は母と生計を同じくしてい

ない１8 歳の年度末までの児童

等を持つ父、母又は養育者に支

給する。 

受給者数 304人   

対象児童数 457人  

継続実施する。 
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事業名 担当部署 事業内容 H27年度実施結果 今後の方針 

ひとり親家庭等医療

費の助成 
子育て支援課 

ひとり親家庭等に対して医療費

の一部を助成する。 

医療費助成認定者数 226人 継続実施する。 

母子及び父子並びに

寡婦福祉資金貸付相

談 

子育て支援課 

母子・父子家庭・寡婦の福祉向上

のための資金貸付相談を行う。 

貸付等を受けることできた件数 1件 君津健康福祉セン

ターと連携しなが

ら、継続実施する。 

 


